
平成２９年度　決算の概要

 平成29年度の決算が、12月定例市議会で認定されました。その内容について
お知らせします。
　平成29年度における一般会計の決算額は、歳入が279億31万円（収納率
98.2%）、歳出が272億7,827万円(執行率96.0%)となり、歳入歳出差引では6億
2,204万円の黒字となりましたが、翌年度へ繰り越すべき財源1億2,430万円を
控除した実質収支額は、4億9,774万円でした。

○一般会計決算歳入の概要
 歳入は、市税や使用料及び手数料など自治体自らが集めるお金｢自主財源｣
と、地方交付税や市債など国、県から交付されるお金｢依存財源｣に分かれて
います。
　自主財源は、前年度と比較して6億7,005万円（8.5%）の増となっていま
す。この主な要因は財産収入および繰入金が増加したことによります。
　依存財源は、前年度と比較して3億7,746万円（2.0%）の増となっていま
す。この主な要因は、市債、地方消費税交付金および自動車取得税交付金な
どの増加によるものです。

○一般会計決算歳出の概要
　歳出において、最も大きいものは社会福祉、児童福祉、生活保護などに使
われる民生費です。昨年度と比較して9,492万円（1.4%）の増となっていま
す。また、庁舎の建設・維持管理、税の徴収に関する事務、統計調査および
交通安全などに使われる総務費は9億5,985万円(23.2%)の増となっており、除
雪や道路・橋・公園の維持や管理、都市計画事業などを行う土木費も4億
7,652万円（16.9%）の増となっています。



歳入の内訳

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増 減 額 増減率

市 税 48億7,223万円 18.1% 48億2,942万円 17.3% ▲4,280万円 -0.9%

地 方 譲 与 税 2億6,469万円 1.0% 2億6,756万円 1.0% 286万円 1.1%

利 子 割 交 付 金 458万円 0.0% 674万円 0.0% 217万円 47.4%

配 当 割 交 付 金 1,270万円 0.0% 1,435万円 0.1% 165万円 13.0%

株式等譲渡所得割交付金 667万円 0.0% 1,351万円 0.0% 684万円 102.4%

地 方 消 費 税 交 付 金 7億9,845万円 3.0% 8億4,399万円 3.0% 4,554万円 5.7%

自 動 車 取 得 税 交 付 金 4,676万円 0.2% 6,367万円 0.2% 1,691万円 36.2%

地 方 特 例 交 付 金 1,699万円 0.1% 2,053万円 0.1% 354万円 20.9%

地 方 交 付 税 107億538万円 39.9% 104億9,851万円 37.6% ▲2億688万円 -1.9%

交通安全対策特別交付金 725万円 0.0% 639万円 0.0% ▲86万円 -11.8%

分 担 金 及 び 負 担 金 1億7,120万円 0.6% 1億8,921万円 0.7% 1,801万円 10.5%

使 用 料 及 び 手 数 料 3億3,781万円 1.3% 3億5,294万円 1.3% 1,513万円 4.5%

国 庫 支 出 金 27億9,522万円 10.4% 27億9,924万円 10.0% 402万円 0.1%

県 支 出 金 20億2,552万円 7.5% 20億2,819万円 7.3% 267万円 0.1%

財 産 収 入 8,081万円 0.3% 5億3,922万円 1.9% 4億5,842万円 567.3%

寄 附 金 4,377万円 0.2% 3,996万円 0.1% ▲382万円 -8.7%

繰 入 金 10億8,764万円 4.0% 13億4,980万円 4.9% 2億6,215万円 24.1%

繰 越 金 7億1,313万円 2.7% 6億6,898万円 2.4% ▲4,414万円 -6.2%

諸 収 入 5億3,894万円 2.0% 5億4,606万円 2.0% 711万円 1.3%

市 債 23億2,305万円 8.7% 28億2,204万円 10.1% 4億9,899万円 21.5%

合 計 268億5,279万円 100.0% 279億31万円 100.0% 10億4,751万円 3.9%

     区                    分 
平 成 2 8 年 度 平 成 2 9 年 度

  比             較
(H29年度－平成28年度)



目的別歳出の内訳

決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 増     減     額 増減率

議 会 費 2億7,303万円 1.0% 2億7,335万円 1.0% 31万円 0.1%

総 務 費 41億3,048万円 15.8% 50億9,033万円 18.7% 9億5,985万円 23.2%

民 生 費 69億5,008万円 26.6% 70億4,500万円 25.8% 9,492万円 1.4%

衛 生 費 30億6,573万円 11.7% 31億1,315万円 11.4% 4,742万円 1.5%

労 働 費 1,842万円 0.1% 1,767万円 0.1% ▲74万円 -4.0%

農 林 水 産 業 費 17億392万円 6.5% 16億7,488万円 6.1% ▲2,904万円 -1.7%

商 工 費 13億5,692万円 5.2% 12億2,208万円 4.5% ▲1億3,484万円 -9.9%

土 木 費 28億2,134万円 10.8% 32億9,787万円 12.1% 4億7,652万円 16.9%

消 防 費 8億9,187万円 3.4% 9億2,034万円 3.4% 2,848万円 3.2%

教 育 費 27億39万円 10.3% 23億3,485万円 8.5% ▲3億6,554万円 -13.5%

災 害 復 旧 費 859万円 0.0% 2,334万円 0.1% 1,475万円 171.8%

公 債 費 22億6,304万円 8.6% 22億6,541万円 8.3% 236万円 0.1%

合 計 261億8,381万円 100.0% 272億7,827万円 100.0% 10億9,445万円 4.2%

    　　　 区　　分 
平 成 2 8年 度 平 成 2 9年 度

 比             較
(H２９年度－平成２８年度)



歳出の主な項目は次のとおりです。

総務費 商工費

新総合支所庁舎建設事業費 9億5,673万円 商工業振興対策経費 1億1,685万円

電子計算機管理経費 2億4,976万円 中小企業振興対策経費 3億7,137万円

地域振興経費 1億3,814万円 観光振興諸費 6,672万円

公共交通経費 1億2,852万円 観光施設管理経費 1億1,870万円

Ｖ-Lowマルチメディア経費 4億3,995万円 保養施設管理経費 1億5,102万円

戸籍住民基本台帳管理経費 9,022万円 観光誘客対策経費 5,669万円

民生費 土木費

国民健康保険事業費 4億958万円 道路橋梁維持経費 2億3,849万円

障がい者福祉援護経費 7億592万円 除雪経費 9億7,701万円

高齢者福祉施設管理経費 1億7,106万円 喜多方・塩川線道路整備事業費 6,135万円

老人保護措置経費 1億4,331万円 道路改良事業費 1億9,369万円

介護保険事業費 8億2,287万円 御清水沿道整備街路事業費 8,319万円

保育所運営委託経費 8億441万円 街なみ環境整備事業費 1億982万円

地域型保育給付等事業経費 2億2,130万円 公園管理経費 8,455万円

児童手当支給経費 7億1,306万円 公営住宅管理経費 6,614万円

こども園管理運営経費 3億5,139万円 子育て世帯向け定住促進住宅等整備事業 1,898万円

児童館管理運営経費 2億7,184万円 消防費

生活保護給付費 6億6,649万円 常備消防経費 7億3,906万円

衛生費 消防団運営経費 1億1,067万円

老人等医療給付経費 9億2,096万円 消防施設整備事業費 2,305万円

環境衛生諸費 3億9,044万円 防災対策経費 2,037万円

健康増進経費 1億1,811万円 教育費

子ども医療給付費 1億8,040万円 義務教育運営経費 9,452万円

塵芥処理経費 6億9,258万円 小学校管理経費 2億1,760万円

労働費 中学校管理経費 4億5,254万円

雇用促進対策経費 1,508万円 社会教育推進経費 5,987万円

農林水産業費 喜多方プラザ管理経費 6,516万円

農業振興対策経費 1億131万円 美術館運営経費 5,584万円

多面的機能支払経費 2億5,088万円 公民館運営経費 8,026万円

中山間地域等対策経費 2億980万円 図書館運営経費 5,859万円

水田農業構造改革対策経費 6,673万円 体育館管理経費 6,097万円

土地改良経費 1億9,444万円 学校給食経費 2億6,817万円



平成29年度の財政指標

実質公債費比率 経常収支比率 財政力指数

8.7% 93.7% 0.370

用 語 解 説

【実質公債費比率】

【経常収支比率】

【財政力指数】

　年間の借金返済額の割合。18％を超えると地方債の発行に国の許可が必要となり、25％
を超えると単独事業の地方債の発行が認められなくなります。

　市債の返済など義務的な経費に、市税など経常的な財源が充てられる割合。数値が高
いほど財政的に弾力性がないことを意味します。

　標準的な行政サービスをするためのお金を自ら賄える割合。指数が高いほど財政的に
ゆとりのある団体となります。



　

（歳入）　　地方消費税交付金（社会保障財源化分） 365,382 千円

（歳出）　　社会保障４経費その他社会保障施策に要した経費 7,363,571 千円

国県支出金 市　債 その他

引き上げ分の
地方消費税
（社会保障財
源化の地方消
費税交付金）

その他

社 会 福 祉 総 務 費 102,428 11,892 0 0 8,538 81,998

障 害 者 福 祉 費 829,489 582,232 0 0 23,317 223,940

老 人 福 祉 費 249,725 7,250 0 33,385 19,718 189,372

児 童 福 祉 総 務 費 78,435 31,620 0 4,575 3,983 38,257

児 童 措 置 費 1,754,071 1,276,816 0 0 45,007 432,248

母 子 福 祉 費 13,252 7,868 0 0 508 4,876

児 童 福 祉 施 設 費 488,286 66,647 0 143,214 26,257 252,168

生 活 保 護 費 666,493 591,667 0 2,244 6,845 65,737

労 働 諸 費 10,871 0 0 0 1,025 9,846

幼 稚 園 費 18,833 5,887 0 0 1,221 11,725

小　　　　計　 4,211,883 2,581,879 0 183,418 136,419 1,310,167

国 民 健 康 保 険 事 業 810,080 507,668 0 0 28,519 273,893

後期高齢者保険事業 920,961 137,702 0 0 73,865 709,394

介 護 保 険 事 業 1,042,017 34,269 0 11,556 93,945 902,247

小　　　　計　 2,773,058 679,639 0 11,556 196,329 1,885,534

保 健 衛 生 総 務 費 7,603 0 0 0 717 6,886

予 防 費 148,732 86 0 293 13,990 134,363

健 康 増 進 費 92,373 1,686 0 10,922 7,522 72,243

母 子 保 健 費 129,922 19,060 0 528 10,405 99,929

小　　　　計　 378,630 20,832 0 11,743 32,634 313,421

7,363,571 3,282,350 0 206,717 365,382 3,509,122合　　　計

平成29年度決算における地方消費税交付金（社会保障財源化）が充てられた社会保障４経費その
他社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

事　　業　　名 経　費

財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

社

会

福

祉

社
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保
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生
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